


はじめに

 平成11年に経営革新計画の承認制度ができて以来９年間、全国で平成19年度4,743件、延べ32,323

件(20 年 3 月末現在)の承認がされ、この制度の必要性と重要性が認識されています。しかし、これは
全国の中小企業 432万社の 0.74%に過ぎず、この制度の普及による大勢への影響効果をより高めるた
めには、更なる推進が待たれるところであります。

そこで、東京支部では平成 20年 6月に「経営革新計画・実践支援研究会」を立ち上げ、その中から
他支部の会員も交えて調査・研究を推進してきましたが、これは単なる調査・研究のみならず、今後
診断協会の「企業ドック構想」への対応を現実のものとすべく執筆者各位の熱意で長年のノウハウを
提供し推進するものであります。

このレポートは、第 2 章以降「経営革新計画」制度に拘束されることなく、民間の者として企業の
経営革新を真に効果あるものとすることを第一義におき、企業再生・協業・新連携・再チャレンジ・
創業支援等を包含して支援できることを意図しております。その結果、民間ベースの支援で効果があ
るものであれば、必然的に「経営革新計画」承認は取得できると考えて構成しています。第 3章は「企
業ドック構想」の最初の段階である「初期見極め診断」を意識して記述し、第 4章から第 7章までは
小林(代表)が過去 23年間かけて作り上げてきたミーコッシュ式理論を公開し、それに沿って記述して
おり、「企業ドック構想」の民間ベースにおける経営革新の具体的対応策としてあります。よって第 4

章はミーコッシュ式事業デューデリジェンス、第 5 章は民間ベースの財務デューデリジェンス、第 6

章は、ミーコッシュ式事業ソリューション、第 7 章はミーコッシュ式事業革新期待効果と実現可能性
について記述しています。第 8章は経営革新財務計画、第 9章は経営革新の実践支援とモニタリング
実務としており、第 10章は、「経営革新計画」制度による記述の仕方について述べております。第 11

章は、初期見極め診断から出口戦略までを会員が実践した事例についてご紹介します。

なお、研究成果を実務に応用して頂くためには、個人のノウハウの公開であるため、正しい使い方
の研修や商標に関する取り決めに従う必要がありますが、この調査研究が数多い中小企業の経営革新
の一層の普及が行われ、強いては、中小企業の発展に寄与できるならば望外の喜びとするものであり
ます。
度重なる原稿修正にもかかわらず、この調査研究に協力してくれた関係各位に深く御礼申し上げま

す。
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